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第６次西原町行政改革大綱実施状況報告 

 

令和２年２月 

 

はじめに 

本町では、活力ある持続可能な町政の運営を目指すことを目的に第６次西原町行政改革大綱を

策定した。これまでも第５次行革大綱の実施項目を推進する中で、多くの成果を得たが、まだ道

半ばの改革項目もあることから、第６次行革大綱は、引き続き「効果的・効率的な行財政運営」、「民

間を活用した行財政運営」、「安定した財政基盤による行財政運営」という大きな３つの項目を柱として進

めている。また、新たな課題も加え、その計画期間は、平成２８年度から平成３０年度までとなって

いる。ついては、第 6次行政改革大綱の実施状況をここに報告する。 

  

 

Ⅰ 効果的・効率的な行財政運営 

 

(1)  組織体制の見直し 

ア 「産業課」を「産業観光課」に改め、観光部門の取り組みを強化した。また、介護保

険広域連合加入後における福祉部組織の見直しを行い、「福祉保険課」、「こども課」、「健

康支援課」に改めた。（H29 年４月実施）【H28】 

イ 生涯学習講座等の検証について、6 月平和月間において、公民館、図書館、町民交流

センター合同で舞台、展示部門の事業を実施した。【H29】 

ウ 組織体制の構築について、生涯学習課の事務負担の平準化を図るため文化課を設置し、

文化財業務及び図書館業務を移管した。（Ｈ30 年 4 月実施）【H29】 

エ 維持管理業務の一元化について、維持管理部署を設置することが理想であるが財政的

に厳しいため断念した。【H29】 

  

(2） 職員の意識改革・能力開発等の推進 

ア 職員研修実施計画に基づき自治研修所での各種研修を実施した。また庁内研修ではビ

ジネスマナー研修等を行い窓口サービスの向上を図った。その他に中部広域市町村圏事

務組合主催の「ゆがふう塾」「政策形成セミナー」へ派遣し、企画力の向上及び人材育成

を図った。【H28・H29】 

イ 昼休み時間は照明の消灯を行うなど省エネの意識を徹底した。【継続】 

ウ まちづくり研究会は、財政上の理由から活動休止中。再発足については財政状況を鑑

みながら検討する。【H28】 

エ 職員研修等の充実について、沖縄県が実施する「平成 29 年度戦略的 MICE 誘致促進事

業・商機を広げる MICE 講座」を活用した町職員研修を実施した。（延べ参加人数 29 名） 

また、沖縄県文化観光スポーツ部へ MICE・観光関連の実務研修として 1 名を派遣した。

（平成 30 年度も継続派遣）【H29】 

オ 町の管理職や職員を講師として、「西原町まちづくり指針と町財政について」、「法制執

務研修」、「農水産物流通加工・観光拠点施設」、「西原町の都市計画」、「西原町の文化財

（座学・現地）」の 5回の職場研修を実施した。（延べ参加人数 185 人）【H30】 
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(3) 事務事業の見直し及び進捗管理の徹底 

ア 放課後児童クラブ障がい児保育支援事業は完了。平成 29 年度は放課後健全育成事業の

充実をもってニーズに応えていく。【H28】 

イ 敬老祝金交付事業について、支給対象者 80 歳以上から節目の 80 歳到達者、85 歳トゥ

シビー、88 歳トーカチ、97 歳カジマヤー、新 100 歳での支給に変更した。【H28】 

ウ 農業委員制度の改定に併せ報酬等の見直しを検討したが、制度改定の補助金の考え方

から現状維持を行うことになった。【H28】 

エ 広報事務運営事業について、「広報にしはら」編集方針及び掲載基準を策定し、わかり

やすい広報誌作成を目指す取り組みを平成 30 年度から開始する。【H29】 

オ 一時借入金事業について、収支計画を 3期に分ける取り組みや、口座振替の推進につ

いて調整会議を持った。予算説明会などの全体会議の場で推奨を促し、一時借入金総額

を平成 28 年度の 50 億円から平成 29 年度 36 億円へ圧縮を図った。【H29】  

カ 敬老祝金交付事業について、慶祝事業と支給訪問を一本化して 88 歳、97 歳、100 歳は

町長訪問とし、80 歳は口座振込に見直した。【H29】  

キ 外出支援サービス事業について、事業の委託先を民間タクシー会社へ変更し、利用回

数の上限と利用者負担を設定した。（H30 年度から実施）【H29】 

ク 海外移住者子弟受入事業について、事業実施市町村、南米町人会、元研修生へアンケ

ートを実施し本事業の課題等との検証を行い、受入人数、期間を見直し、スリム化を行

った。【H29】  

ケ 補助金等の見直しについて、町の財政状況が厳しいため、各種団体補助金の１０％カ

ットを検討した。（H30 年度実施）【H29】 

コ 住民票のコンビニ交付の実施について、財源確保が困難なため本計画期間中は見送る

こととした。【H29】 

サ 障害児・者居宅生活支援事業について、国庫負担基準の改正に合わせ支給基準の見直

しを行い、介護の程度やサービス提供の必要性等を適切に評価した。【H29】  

シ 商工事務運営事業について、産業まつりは財政的な課題で休止とした。今後、農水産

物流通・加工・観光拠点施設の完成後に開催方法等の検討を行う。【H29】 

ス 敬老祝金交付事業について、100 歳の祝金を 3万円から 1万円へ、97 歳の祝金を 2万

円から 1万円へ、88 歳の祝金を 1万円から 5千円へ、85 歳の祝金を 1万円から 5千円へ

減額した。【H30】 

セ 要保護及び準要保護児童就学援助事業について、認定基準の見直しを行った。【H30】 

 

(4) 定員管理及び給与の適正化 

ア 給与の適正化については、人事院勧告及び県人事委員会勧告を参考に適正化を図って

いる。【継続】 

イ 現給保障制度は、平成 29 年度末で終了した。【H29】 

ウ 水道技術管理者手当を廃止した。（H30 年度から実施）【H29】 

エ 西原町職員定員適正化計画の見直しを行った。（H30 年度～H34 年度の５ヵ年計画）【H29】 

オ 再任用職員募集要項を見直し、より現場での必要性を重視した再任用を進めた。【H29】 

カ 西原町職員定員適正化計画に基づき事業実施状況に合わせ、2人分の職員を削減した。

（H31 年４月実施）【H30】 

 

(5) 公共施設の設置 

ア 西原町公共施設等総合管理計画を策定した。【H28】 
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イ 災害時避難所施設の建設について、事業に必要な予算確保ができず事業を断念した。

【H28】 

ウ 西原南児童館については、実施設計の実施及び基金を積み立てた。【H28】 

エ 農水産物流通・加工・観光拠点施設について、実施設計及び一部用地の取得をした。

【H28】 

オ 町公共施設等総合管理計画を策定し、各課へ周知を図った。【H29】  

カ 西原南児童館の建設について、建築工事は平成 30 年 2 月に完了した。【H29】 

キ 水道庁舎の建設について、本計画期間中は建設を見送ることとした。【H29】 

ク 西原南児童館が平成 30 年 7 月に開館した。【H30】 

ケ 農水産物流通・加工・観光拠点施設について、基礎工事を行った。【H30】 

 

(6) 広域行政の推進 

ア 共同処理する事務として特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の指導監査に関

する事務を検討した。（H29 年４月実施）【H28】 

イ 東部清掃施設組合、南部広域行政組合、糸満市・豊見城市清掃施設組合及び島尻消防・

清掃組合（清掃のみ）は、組織統合のため南部広域行政組合に新炉建設準備室を設置し

た。【H28】 

ウ 介護保険の広域化について、沖縄県介護保険広域連合への加入を検討した。(H29 年 4

月実施)【H 28】 

エ 東海岸地域サンライズ推進協議会において、大型ＭＩＣＥ施設及び国道 329 号西原道

路関連の要請等を適宜実施した。また、サンライズ４町村における観光連携に向けた勉

強会や広域的土地利用を示した推進基本計画を策定した。【H28】 

オ 東部清掃施設組合は、南部広域行政組合、糸満市・豊見城市清掃施設組合及び島尻消

防・清掃組合（清掃のみ）と組織統合し、一元化ごみ処理施設の建設に向けた取り組み

を開始した。（H30 年 4 月から）【H29】 

カ 西原町、与那原町、八重瀬町、南城市、糸満市、豊見城市による被覆型一般廃棄物最

終処分場「美らグリーン南城」を一部供用開始した。【H30】 

キ 東海岸地域サンライズ推進協議会で要請した国道 329 号西原道路が計画評価段階へ移

行した。【H30】 

ク 中部広域市町村圏振興事業における中頭地方視聴覚協議会の必要性について検討を始

めた。【H30】 

ケ 障がい福祉サービス事業所等の指導監査に関する共同処理の実施について、中部広域

圏市町村で検討を開始した。【H30】 

 

（7）事務移譲等への対応 

ア 障害児福祉手当及び特別障害者手当の受給資格の認定請求の受理及び知事への送付等

に関する事務及び身体障害手帳の再交付の申請受理及び知事への送付等に関する事務が

権限移譲交付金の対象となった。【H28】 

イ 県からの新規の事務移譲について、実績はなし。【H29】  

ウ 助産施設入所申込受付に関する事務が権限移譲交付金の対象となった。【H30】 
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(8) 特別会計の経営健全化 

ア 特定健康診査等事業における受診率は以下のとおりとなった。 

※ 平成 28 年度 42.1％ 

※ 平成 29 年度 41.3％ 

※ 平成 30 年度 40.3％ 

また、受診率向上の取組として、前年度の受診率の増加状況に応じた表彰及び報奨金

を授与する自治会報奨事業を実施した。（R1.10 月の西原まつりにおいて表彰実施）【H30】 

イ レセプト点検の強化による効果額 

※ 30,665,224 円 【H28】 

 ※ 29,905,961 円 【H29】 

 ※ 25,775,041 円 【H30】 

ウ 国保財政の健全化について、H30 年度予算編成において厳しい状況であったため、累

積赤字解消計画どおりに一般会計から法定外繰入を行うことができなかった。【H29】  

エ 西原町国民健康保険特別会計の累積赤字解消計画を改定した。また、税率改定及び法

定外繰入を行った。【H30】 

※ 平成 28 年度決算時累積赤字  8 億 2,656 万 1 千円（法定外繰入：6億円） 

※ 平成 29 年度決算時累積赤字  9 億 5,053 万   （法定外繰入：0円） 

※ 平成30年度決算時累積赤字  9億 2,726万 6千円（法定外繰入：1億 8千 5百万円） 

オ 下水道接続率の向上の取組について、下水道接続補助制度活用件数及び接続率は以下

のとおりとなった。 

※ 下水道接続補助制度活用（91 件） 接続率（58.6％）【H28】 

※ 下水道接続補助制度活用（58 件） 接続率（61.0％）【H29】 

※ 下水道接続補助制度活用（48 件） 接続率（60.9％）【H30】 

 

 

Ⅱ 民間を活用した行財政運営 

(1) 民間委託 

地域包括支援センター業務について、委託の方向で検討し、西原町社会福祉協議会と契約

を実施した。（平成 30 年度から実施）【H29】 

 

(2) 施設管理の見直し 

ア 東崎公園の指定管理者として、町シルバー人材センター、町体育協会は実施ができな

いか調整したが、厳しいとのことで返答があった。【H28】 

イ 東崎公園や東崎都市緑地の管理について、指定管理者制度を導入しても、経費節減や

サービス向上が期待できないことから導入を断念した。【H29】 

ウ 農水産物流通・加工・観光拠点施設の指定管理者を決定（議決）した。【H30】 

 

(3) 新たな手法による公共施設の設置及び管理運営 

ア ＰＦＩ事業説明会に参加するなど情報収集に努めた。【H29】 

イ 沖縄振興開発金融公庫が主催する沖縄地域ＰＰＰ/ＰＦＩプラットフォームへ参画し

た。【H30】  
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(4) 官民協働 

ア 沖縄振興開発金融公庫との助言協定による専門的な立場から各委員会等委員を委嘱し、

助言等を受けた。【H28】 

イ 廃棄物処理事業について、不法投棄の監視カメラを３台（累計 12 台）設置した。 

カメラ設置後、当該地点での不法投棄は抑制されている。なお、不法投棄者が写り警察

に情報提供を４件（平成 27 年度 1 件、平成 28 年度 3 件）行っており、警察の方で投棄

者に投棄物の撤去もさせている。【H29】 

ウ 自主防災組織の結成促進及び育成について、２カ所の自治会（美咲、森川）が自主防

災組織を結成した。(累計 12 自治会) 【H29】 

エ 沖縄総合事務局財務部理財課が主催する沖縄県成果連動型事業推進プラットフォーム

へ参画した。【H30】 

 

(5) 産学官連携 

ア 沖縄キリスト教学院大学と連携し、子どもの理科への興味等を高めることや、小学校

教員への理科指導の支援を目的とした「理科教育支援事業」を実施した。【継続】 

イ 新渡戸菊プロジェクトについて、試作品発表会、町産業まつりへの出展、試験ほ場の

設置と国道沿道に植栽を実施した。【H28】 

ウ 平成２９年３月８日、包括的な連携のもと地域の課題に適切に対応し、活力ある個性

豊かな地域社会の形成と発展に寄与することを目的に沖縄キリスト教学院大学及び沖縄

キリスト教短期大学と「包括連携協力に関する協定」を締結した。【H28】 

エ 新渡戸菊プロジェクトについて、サプリ会社への原料生産に向けた調整をした。【H29】 

オ 観光施策の検討について、観光振興計画を策定した。【H29】 

カ 沖縄キリスト教平和研究所主催の「沖縄・長崎・広島から平和を考える学び合い」に

ついて、参加者の募集やバス貸出の連携を行った。【H30】 

 

Ⅲ 安定した財政基盤による行財政運営 

(1) 健全化判断比率の抑制 

４項目（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担率）において、目

標値を達成した。【Ｈ28、H29、H30】 

 

(2) 受益者負担の適正化 

ア 短時間認定保育利用児童における保育時間外についても延長料金を新設した。【H28】  

イ 学校給食費は、食材の高騰により、子ども達の成長に必要な栄養バランスに配慮した、

安全・安心な給食の提供が困難になったため、給食費の改定を検討した。(小中学校 500

円/月増額)（H29 年 4 月実施）【H28】 

ウ 高齢者緊急通報システムについて、利用者に生活困難者が多く受益者負担増は厳しい

状況にある。そのため、現状のサービス基準を保ちつつ、より委託料を削減できる事業

者と契約を実施した。（平成 30 年度から実施）【H29】 

エ 高齢者肺炎球菌予防接種に係る自己負担の増額改定（1,000 円増額）を実施した。【H30】 

 

(3) 収納率の向上等 

ア 町税の収納率の向上 

平成３０年度は、現年度分は０．１ポイント、滞納繰越分では４．７ポイント向上した。 
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            現年度分収納率 滞納繰越分収納率 

平成３０年度 ９８．６％ ４１．９％ 

平成２９年度 ９８．５％ ３７．２％ 

平成２８年度 ９８．３％ ３９．９％ 

  

イ 保育料の収納率の向上 

平成３０年度は、現年度分は０．１ポイント、滞納繰越分では２．６ポイント向上した。 

            現年度分収納率 滞納繰越分収納率 

平成３０年度 ９９．４％ １５．６％ 

平成２９年度 ９９．３％ １３．０％ 

平成２８年度 ９９．３％ １０．６％ 

 

ウ 幼稚園保育料の収納率の向上 

平成３０年度は、現年度分は０．５ポイント、滞納繰越分では１．５ポイント向上した。 

            現年度分収納率 滞納繰越分収納率 

平成３０年度 ９７．７％ １２．４％ 

平成２９年度 ９７．２％ １０．９％ 

平成２８年度 ９６．１％ １０．５％ 

 

エ 国民健康保険税の収納率の向上 

平成３０年度は、現年度分は１．２ポイント、滞納繰越分では２．７ポイント減少した。 

            現年度分収納率 滞納繰越分収納率 

平成３０年度 ９６．２％ ２５．３％ 

平成２９年度 ９７．４％ ２８．０％ 

平成２８年度 ９６．８％ ２８．０％ 

 

オ 介護保険料の収納率の向上 

平成２９年度から広域連合への加入により収納事務は広域連合へ移管した。 

 

カ 給食費の収納率の向上 

平成３０年度は、現年度分で０．１ポイント向上し、滞納繰越分では１．３ポイント減

少した。 

            現年度分収納率 滞納繰越分収納率 

平成３０年度 ９８．３％ １０．４％ 

平成２９年度 ９８．２％ １１．７％ 

平成２８年度 ９８．１％ １３．９％ 

 

キ 滞納整理方法の調査研究 

※ 国保、後期高齢者担当において情報交換を行った。【H29】 

※ 共同公売等、県と連携した取組を実施した。【H30】 

※ 県税務職員の市町村税務職員併任に関する協定に基づいた相互併任による徴収体制

の強化に取り組んだ。【継続】 

  

 



 ７ 

(4) 安定的な税収確保 

ア ふるさと納税制度について、返礼品を安定的に供給するとともに、ＰＲを積極的に行

い寄附件数の増大を図ることや、魅力的な返礼品等の提供のための提案、調整及び調達

等を行うことを目的とした「西原町ふるさとづくり寄附金返礼品等取扱業務契約」を西

原町商工会と締結した。【H29】 

イ 大型ＭＩＣＥ施設建設に伴う地域活性化の効果を推進するため、西原町都市計画マス

タープランの改定による将来土地利用計画の策定をした。【H29】 

 

(5) 財産等の有効活用 

町有地について、1件処分した。【H29】 

 

(6) 予算編成 

ア 「西原町国民健康保険特別会計の累積赤字解消計画」に沿って「予算編成緊急アクシ

ョンプラン」を実践したが、解消計画の目標額を達成できなかったため、取組内容を強

化した「予算編成緊急アクションプラン（第二次）」を策定し、より一層の内部努力に努

めている。【継続】 

イ 次年度予算概算要求と実行計画の検証を併せて査定を行った。また、一般財源の削減

目標額を各課に示し、この範囲内で予算化できるように調整を図った。【H29】 

ウ 計画的な財政運営を図るため「西原町基金管理方針」を策定した。併せて「特別会計

繰出準備基金」を新設した。【H30】 

エ 国民健康保険制度の県単位化に伴い具体的な累積赤字解消目標年度が示されたため、

「西原町国民健康保険特別会計の累積赤字解消計画（改定）」を策定し、計画期間の延伸、

法定外繰出金の平準化を図った。【H30】 

オ 平成３１年度予算編成作業過程において、全事業を６区分（ⅰ義務的経費、ⅱ準義務

的経費、ⅲ行政内部管理経費、ⅳ行政サービス経費、ⅴ政策的経費（補助）、ⅵ政策的経

費（単独））に分類し、各部で事業の優先順位付を行った。【H30】 

カ 「西原町財政シミュレーションと対策（中期財政計画）」を策定した。【H30】 

 



第６次西原町行政改革大綱　実施項目

Ⅰ　効果的・効率的な行財政運営

（１）組織体制の見直し

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 組織体制の構築

新たな行政課題や多様化する町民
ニーズに即応した行政サービスが
展開できるよう、各部の調整機能
を強化し、現在の係制の見直しな
ど、新たな組織体制の導入を検討
する。

・企画財政課
・総務課

検討
観光部門の取り組み
を強化するため「産
業課」を「産業観光
課」に改め、介護保
険広域連合加入後に
おける福祉部組織の
見直しを行い、「福
祉保健課」、「こど
も課」、「健康支援
課」に改めた。（H29
年4月実施）

実施
文化課を設置し、生
涯学習課から文化財
業務及び図書館業務
を移管した。（H30年
４月実施）

実施

2

維持管理業務の一元化
（すぐやる事業）
（道路維持管理事業）
（排水施設事務運営事業）
（都市下水路維持管理事業）

維持管理業務の類似する事務分掌
について一元化を検討し、効率的
な業務体制を構築する。

関係課
・土木課
・上下水道課

検討

検討終了
維持管理部署を設置
することが理想であ
るが、財政的に厳し
いため断念した。

―

3
生涯学習講座等の検証
（公民館管理運営事業）
（図書館事務運営事業）

町民講座等の事務分掌について、
事業内容を精査しながら、分担業
務の見直しを行う。

・生涯学習課
・文化課

一部実施
平和月間事業（講演
会、資料展）を合同
で開催

一部実施
平和月間について、
公民館、図書館、町
民交流センター合同
で舞台、展示部門の
事業を実施した。

一部実施
平和月間事業（講演
会、資料展）を合同で
開催

（２）職員の意識改革・能力開発等の推進

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 職員研修等の充実

「西原町人材育成基本方針」に従
い、地方分権の推進や町民ニーズ
の変化等に即応した政策形成能力
や創造的能力、法務能力、企画調
整能力等を有する意欲ある人材の
育成に繋がる研修等を実施する。

総務課
実施
職員研修実施計画に
基づく研修を実施。

実施
職員研修実施計画に基
づく研修を実施。
①沖縄県が実施する
「平成29年度戦略的Ｍ
ＩＣＥ誘致促進事業・
商機を広げるＭＩＣＥ
講座」を活用した町職
員研修を実施した。
②沖縄県文化観光ス
ポーツ部へＭＩＣＥ・
観光関連の実務研修と
して１名を派遣した。

実施
①職員研修実施計画に
基づく研修を実施。
②管理職や担当職員を
講師に職場研修を計６
回実施

2 職員提案制度の実施

「西原町人材育成基本方針」に従
い、各種事務事業に対し職員が改
善意見等を提案する機会を設ける
ことにより、部局を超えた職員の
多彩な発想を引き出すとともに、
その自主性や資質の向上を図る。

関係課 検討 検討 検討

3
エコロジーを意識した行動
の徹底

「西原町地球温暖化対策実行計
画」に基づき、職員一人一人の環
境配慮意識を向上させ、省資源の
推進等を図る。

関係課
実施
昼休み時間の照明消
灯。

実施
照明点灯開始及び
クーラーの稼働時間
の徹底

実施
本庁舎における照明点
灯を定時（午後８時）
に自動消灯とした。

8



第６次西原町行政改革大綱　実施項目

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

4 まちづくり研究会の実施

地方分権に対応した職員を育成
し、行政組織の活性化を図ること
目的とした「まちづくり研究会」
の再発足について検討する。

企画財政課

休止
財政上の理由から活
動休止中。再発足に
ついては財政状況を
鑑みながら検討す
る。

休止
休止
財政上の理由から活動
休止中。再発足につい
ては財政状況を鑑みな
がら検討する。

（３）事務事業の見直し及び進捗管理の徹底

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 広報事務運営事業

ＨＰの充実・強化を図り、町民に
とって利便性の高い運営等を目指
す。また、広報の一部民間委託の
検討を行い、広告料等の推進と合
わせ広報事業を推進していく。ま
た、広聴についても関係課との連
携を密にし、町民目線に立った事
業展開を行っていく。

総務課
一部実施
広告料収入は実施。

一部実施
広告料収入は実施。
「広報にしはら」編
集方針及び掲載基準
を策定。（平成30年
度から実施）

①広告料収入は実
施。
②一部民間委託につ
いては、現在の経済
事情（人手不足、原
材料費の高騰等）か
ら、委託費の高騰が
見受けられ、財政効
果が期待されなかっ
た。
③広報にしはらを４
色カラーから２色カ
ラーへ変更し、1,072
千円（当初予算比）
の削減を図った。

2 一時借入金事業
収入計画の徹底による一時借入金
総額の維持又は減額を目指す。

・企画財政課
・会計課

実施
一時借入金総額の維
持（H28年度：50億
円）
収支計画を8月から12
月、1月から5月の2期
に分けて各課取りま
とめた。

実施
一時借入金総額の減
額（H29年度：36億
円）
収支計画を7月から3
期に分けて各課取り
まとめた。

実施
一時借入金総額の減
額(H30年度：26億円)
収支計画及び起債借
入事務の早期着手徹
底を行った。

3
障がい児保育事業補助金交
付事業

障がい児保育事業の充実強化を図
る。

こども課

実施
放課後児童クラブ障
がい児保育支援事業
は完了。H29年度は放
課後健全育成事業の
充実をもって、ニー
ズに応えていく。

―

障がい児保育事業補
助金交付事業は平成
29年度で終了し、下
記にて一部事業を継
続している。
　放課後児童健全育
成事業の一環とし
て、幼稚園こども園
係配置の臨床心理士
の協力を得ながら実
施している。平成28
年度までの補助事業
で放課後児童クラブ
に定着させた「サ
ポートプラン」を活
用しながら引き続き
障がい児を支援して
いく。

4 町立幼稚園管理運営事業

職員減等により、幼児教育水準の
低下が懸念される中で、幼保一元
化などの問題解決や、子ども・子
育て支援制度への対応（認定こど
も園）を図るため、関係課による
調査研究を進める。

教育総務課
こども課

検討 検討

検討
保幼小連携情報交換
会にて関係者との意
見交換を実施した。

5
米寿・カジマヤー百歳以上
記念品事業

百歳以上の対象者について支給回
数などを検討する。

福祉保険課
H25年度に百歳以上の
記念品廃止済み。

― ―
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第６次西原町行政改革大綱　実施項目

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

6 敬老祝金交付事業
支給方法について検討する。ま
た、上記制度を含めたサービス内
容について検証する。

福祉保険課

検討
支給対象者80歳以上
から節目の80歳、85
歳、88歳、97歳、100
歳に支給変更を検討
した。（H29年度から
実施）

実施
慶祝事業と敬老祝金
事業の支給訪問を一
本化して88歳、97
歳、100歳は町長訪問
とし、80歳、85歳は
口座振込に見直し
た。

実施
支給額を85歳は1万円
から5千円、88歳は1
万円から5千円、97歳
は2万円から1万円、
100歳は3万円から1万
円へ減額した。

7 外出支援サービス事業

介護予防事業との連動を検討し、
町民への周知拡大を図る。また、
利用者負担が可能かどうか検討す
る。

健康支援課

検討
利用者負担を検討し
たが、道路運送法の
要件をクリアする必
要がある

検討
事業の委託先を民間
のタクシー会社へ変
更し、利用回数の上
限と利用者負担を設
定した。（H30年度か
ら実施）

実施
平成30年度から、委
託先の変更により委
託料の見直し、利用
者負担の徴収、利用
回数の制限を設け
た。

8 海外移住者子弟受入事業
事業の費用対効果について、検証
を行う。

生涯学習課

一部実施
事業実施関係市町村
へのアンケート実
施、意見交換会の実
施。

一部実施
事業実施関係市町
村、南米町人会、元
研修生へのアンケー
ト実施し、本事業の
課題等の検証を行
い、受入人数、期間
を見直し、スリム化
を行った。

実施
①海外移住者指定事
業関係市町村へのア
ンケート、意見交換
会を実施した。
②生涯学習課から総
務課へ移管すること
を決定した。（H31実
施）

9 補助金等の見直し

各種団体補助金については「補助
金に関するガイドライン」に基づ
き、担当部署と団体間のヒアリン
グを実施。負担金と合わせて社会
的経済的実情をふまえ、目的や実
情に合わなくなったものは、引き
続き整理・統合もしくは廃止する
などの徹底を図る。

関係課
・こども課
・健康支援課
・産業観光課
・教育総務課
・生涯学習課

実施
財政援助団体の補助
金１％～５％削減(産
業課）

検討
各種団体補助金10％
カット（H30年度実
施）

実施

10 報酬・謝礼金等の見直し

①各種講師謝礼金の見直しを検討
する。
②農業委員制度の改定に併せ報酬
等の見直しを検討する。

・総務課
・産業観光課

①継続検討
②検討結果
削減できない。

①継続検討
②検討結果
削減できない。

①継続検討
②検討終了
国からの補助制度の
要件で見直しはでき
なかった。

11
四半期毎の事業執行状況報
告の徹底

各部の主要課題に係る四半期毎の
執行状況を庁議にて確認し、進捗
管理を図る。

各部 実施 実施 実施

12
各定例議会後における課題
事項の確認

各定例議会にて議論された内容に
ついてまとめ、各定例議会直後の
庁議において対応等を確認する。

各部 実施 実施 実施

13
住民票のコンビニ交付の実
施

マイナンバー運用に伴った住民票
のコンビニ交付について導入の検
討を行う。

町民課 検討

検討
財源確保が困難なた
め本計画期間中は見
送ることとした。

－

14
税金納付におけるクレジッ
ト決済の導入

町税の納付方法としてクレジット
決済について導入の検討を行う。

税務課

検討
県税事務所及び先行
導入を行っている他
市町村の情報収集
中。

検討
納税者の需要やシス
テム改修等、費用対
効果について検討

検討

10



第６次西原町行政改革大綱　実施項目

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

15
私立幼稚園就園奨励費補助
事業

年次的に補助額の減額を検討す
る。

こども課 検討 検討
※R1.10月の幼児教育
無償化開始に伴い検
討を終了した。

16
障害児・者居宅生活支援事
業

ヘルパー利用、生活介護、就労支
援等の障害福祉サービスを利用す
る経費について支給基準の見直し
を検討する。

健康支援課

実施
支給基準の見直しを
実施し給付の適正化
を行なっている。

実施
国庫負担基準の改正
に合わせ支給基準の
見直しを行った。

実施

17 商工事務運営事業
隔年開催の「産業まつり」につい
て、開催方法の見直しを検討す
る。

産業観光課

実施
平成２９年１月２
１・２２日に「第８
回西原町の産業まつ
り」を開催。

検討
産業まつりは財政的
な課題で休止とす
る。今後、農水産物
流通・加工・観光拠
点施設の完成後に開
催方法等の検討を行
う。

休止
今後、農水産物流
通・加工・観光拠点
施設の完成後に開催
方法等の検討を行
う。

18 西原町観光振興事業
大型ＭＩＣＥ施設建設に伴う観光
客（インバウンド等含む。）増に
対応した施策を推進する。

産業観光課

実施
サンライズ協議会主
催の勉強会へ参加

実施
観光振興計画策定

実施
観光まちづくり協議
会を設立

19
要保護及び準要保護児童就
学援助事業

認定基準等の見直しを検討する。 教育総務課 検討 検討
実施
認定基準の見直しを
行った。

（４）定員管理及び給与の適正化

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 給与等の適正化

職員給与については、国や県の実
態及び人事院勧告を勘案した給与
水準の是正等により適正化を図
る。また、また早期の勧奨退職者
把握に努め、退職手当負担金の計
画的な財政支出を行う。

総務課

実施
国や県人事院勧告を
勘案し適正化を図っ
ている。

実施
国や県人事院勧告を
勘案し適正化を図っ
ている。
①現給保障制度の終
了した。（平成29年
度末まで）
②水道技術管理者手
当の廃止した。（平
成30年度から実施）
③基金管理条例を作
成した。

実施
国や県人事院勧告を
勘案し適正化を図っ
ている。

11



第６次西原町行政改革大綱　実施項目

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2 適正な定員管理
今後もスクラップアンドビルドを
基本として定員管理の適正化を図
る。

総務課

実施
西原町職員適正化計
画に沿って実施。

実施
西原町職員適正化計
画に沿って実施。
①定員適正化計画の
見直しを図った。
（平成３０年度から
平成３４年度の５か
年計画）
②再任用職員募集要
項を見直し、より現
場での必要性を重視
した再任用を進め
た。

実施
西原町職員定員適正
化計画に基づき事業
実施状況に合わせ、2
人分の職員を削減し
た

（５）公共施設の設置

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 土木管理事務運営事業
町道以外の路線の町道認定とその
台帳整備を進める。

土木課 検討 検討
財政措置が厳しいた
め実施を見送った。

2 公園維持管理事業

既存公園の公園施設長寿命化計画
策定を進める。また、規模の大き
い公園については、指定管理等を
検討する。

都市整備課 検討

検討
（一部実施）
遊具点検報告書を基
に擬木遊具撤去及び
ブランコシート取替
等を行い、安全管理
を図った。

検討
（一部実施）

3

義務教育施設等の整備
（町立小学校運営事業）
（町立中学校運営事業）
（町立幼稚園管理運営事業）

義務教育施設については、修繕や
建て替えの時期において整備手法
等を検討する。また、現施設の修
繕・備品購入等については、優先
順位をつけ対応していく。

教育総務課 検討 検討

検討(一部実施)
義務教育施設の改
築、改修について、
優先順位の検討を
行った。

4
公共施設等総合管理計画に
おける適正な管理

公共施設等総合管理計画を策定
し、公共施設の総合的かつ計画的
な管理の取り組みを行う。

関係課

実施
町公共施設等総合管理
の計画策定の取り組み
を行った。

実施
町公共施設等総合管理
計画を策定した。

実施

5 災害時避難施設の建設
自主防災組織の育成拠点及び小波
津川氾濫時における緊急避難所と
しての施設整備を行う。

・生活環境安
全課
・都市整備課

中止
事業に必要な予算の
確保ができず、事業
を断念した。

― ―

6 西原南児童館の建設
地域の子どもの育成に努めるた
め、児童福祉施設の整備を行う。

・こども課
・都市整備課

実施
実施設計及び建設基
金を積み立てた。

実施
建築工事を完了し
た。

実施
平成30年7月に開館し
た。

7
農水産物流通・加工・観光
拠点施設の建設

農水産物の新たな流通経路の確保
と付加価値を高める６次産業化の
拠点、地域の歴史文化を紹介する
施設等を整備し、農水産業と観光
の振興を図る。

産業観光課

実施
実施設計及び一部用
地を取得した。

実施
用地取得、物件移
転、開発行為手続
き、建築確認申請。

実施
基礎工事と一部建築
工事

8 水道庁舎の建設
水道庁舎の建設について検討を行
う。

上下水道課 検討

検討
本計画期間中は建設
を見送ることとし
た。

―
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第６次西原町行政改革大綱　実施項目

（６）広域行政の推進

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 中部広域市町村圏振興事業

主要行政課題が各一部事務組合で
進捗しているなか、中部広域につ
いては、本町の加入の有効性につ
いて検討を行う。

企画財政課

検討
共同処理する事務と
して特定教育・保育
施設及び特定地域型
保育事業の指導監査
に関する事務を検討
した。（H29年４月実
施）

検討
広域で連携して事務
事業ができないか調
査・検討中

検討
各イベント事業や中
部視聴覚ライブラ
リーの有効性につい
て検討を始めた。

2

広域行政の推進
（東部清掃施設組合負担金事
業）
（東部消防組合負担金事業）
（最終処分場建設負担金事業）

今後も関係市町村と連携を密に
し、適正な事業執行による負担金
の抑制に努めていく。適切な管理
主体の下で事業展開が可能となる
よう、既存の枠組みにとらわれな
い多様な広域行政について、調
査・研究していく。

生活環境安全
課

検討
東部清掃施設組合、
南部広域行政組合、
糸満市・豊見城市清
掃施設組合および島
尻消防、清掃組合
（清掃のみ）は組織
統合のため、南部広
域行政組合に新炉建
設準備室を設置。

検討
東部清掃施設組合の
南部広域行政組合へ
の統合に向けた諸手
続きを実施した。
（Ｈ30年４月より統
合）

実施
東部清掃施設組合が
南部広域行政組合と
４月１日に組織統合
した。
一般廃棄物を関係市
町村で共同処理す
る。

3 介護保険の広域化

急激な制度変更への対応、業務体
制、専門員の確保、予防事業の実
施等、行政サービスの水準を維持
していくため、沖縄県介護保険広
域連合へ加入する。

健康支援課

検討
H29年度加入に向け、
沖縄県介護保険広域
連合との調整等の検
討した。（H29年4月
実施）

実施 ―

4
東海岸地域サンライズ推進
協議会を活用した取り組み

大型ＭＩＣＥ施設建設に伴い、西
原町・与那原町・中城村・北中城
村で構成する東海岸地域サンライ
ズ推進協議会を活用し、地域活性
化に向けた取り組みを強化する。

都市整備課

実施
大型MICE施設及び国
道329号西原道路関連
の要請等を適宜実施
した。

実施
大型MICE施設及び西
原道路の事業推進に
向けた要請等を適宜
実施した。

実施
・大型MICE施設整備
の事業推進のための
要請行動を実施し
た。
・国道329号西原道路
の計画段階評価への
移行(予算措置)に関
する御礼行動を実施
した。

（７）事務移譲等への対応

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 県からの事務移譲への対応

地方分権に伴う国・県からの事務
移譲等について、多様化する町民
ニーズや新たな行政課題を的確に
把握し、施策の適正な選択を図り
ながら対応する。

関係課

一部実施
障害児福祉手当の受
給資格の認定請求の
受理及び知事への送
付等に関する事務及
び身体障害手帳の再
交付の申請受理及び
知事への送付等に関
する事務が交付金対
象となった。

検討

助産施設入所申込み
受付に関する事務が
交付金対象となっ
た。

2 環境衛生事務運営事業
河川環境保全のため、２級河川の
河川水質調査を県が行うよう要請
する。

生活環境安全課 検討 検討 検討
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第６次西原町行政改革大綱　実施項目

（８）特別会計の経営健全化
連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1
特定健康診査等事業
（国民健康保険事業）

国保税や介護保険税をはじめとす
る社会保障費の抑制を図るため、
特定健診等実施計画による年度毎
の特定健診・特定保健指導の実施
率の目標値の実現に向けて、全庁
的な取組強化を行う。

福祉保険課

特定健診受診率
(確定値）
42.1%

特定健診受診率
(確定値）
41.1%

特定健診受診率
(確定値）
40.3%

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2 国保財政の健全化

①国民健康保険赤字解消基本計画
の進捗を図る。
②税率の見直しを検討する。
③県広域化に向け、赤字解消策を
実施する。

・福祉保険課
・企画財政課

①実施
②検討中
③実施
法定外繰入（6億円）
を行った。

①未達成
②実施
③未達成

①③当初は計画どおり
進めていたが、次年度
予算編成において厳し
い状況であったため、
Ｈ29目標額を全額取り
下げ、実施できなかっ
た。
②平成30年度保険税の
改定見直しを平成29年
12月議会へ提案し議決
された。

①計画の見直しを
行った。
②税率改定を行っ
た。
③実施
法定外繰入（1億
8,500万円）を行っ
た。

3 下水道接続率の向上
接続に関する補助制度を活用し、
接続率の向上を図る。

上下水道課

実施
下水道接続補助制度
（91件）活用
下水道接続率58.6％

実施
下水道接続補助制度
（58件）活用
下水道接続率61.0％

実施
下水道接続補助制度
（48件）活用
下水道接続率60.9％

4
公会計への移行
（下水道事業）

下水道事業のサービスを持続的・
安定的に供給するために、公営企
業会計を適用し、経営情報の的確
な把握や経済性の発揮、企業間で
の経営状況の比較を行っていく。

上下水道課
一部実施
固定資産調査・評価
（H27～H30)

一部実施
固定資産調査・評価
（H27～H31)

一部実施
固定資産調査･評価･ｼｽﾃ
ﾑ導入
（H27～H31)

Ⅱ　民間を活用した行財政運営

（１）民間委託

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 市町村障害者生活支援事業
町内で相談支援事業を実施できる
事業所への委託を検討する。

健康支援課 検討 検討

検討終了
町内事業所へ委託先
を変更した場合、財
政面の課題が大きい
ため現状維持

2
介護保険の包括支援業務委
託

介護広域加入後の包括支援業務の
委託について検討を行う。

健康支援課

検討
地域包括支援セン
ター業務について引
き続き委託の方向で
検討した。

検討
地域包括支援セン
ター業務について引
き続き委託の方向で
検討し、西原町社会
福祉協議会と契約し
た。（H30年度から実
施）

実施
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第６次西原町行政改革大綱　実施項目

（２）施設管理の見直し

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 東崎公園管理運営事業
収益性があり、指定管理者制度等
の活用を検討する。（使用料見直
し検討）

・生涯学習課
・都市整備課

検討
町シルバー人材セン
ターと町体育協会は
実施不可。

検討終了
指定管理者制度を導
入しても、経費節減
やサービス向上が期
待できないことから
導入を断念した。

―

2 東崎都市緑地管理運営事業
東崎公園を含めた管理体制につい
て検討する。

・生涯学習課
・都市整備課

検討

検討終了
指定管理者制度を導
入しても、経費節減
やサービス向上が期
待できないことから
導入を断念した。

―

3

公設民営についての検討
（児童館事務運営事業）
（公民館管理運営事業）
（図書館事務運営事業）
（社会体育施設運営事業）

町民サービスの向上等を検証しな
がら、公設民営について研究・検
討を行う。

・こども課
・生涯学習課
・文化課

検討 検討

○児童館
検討
現在のところ、委託
した場合と直接運営
した場合を比較する
と、財政上不利と
なっている。
○公民館、図書館、
社会体育施設
検討

4
自治会や各種団体等、公益
的団体への管理業務委託

公共施設において実施可能な事業
について調査・検討を行う。

関係課 検討 検討 検討

5 災害時避難施設整備事業
施設の管理体制について指定管理
者制度等の活用を検討する。

生活環境安全課 中止 ― ―

6
農水産物流通・加工・観光
拠点施設整備事業

施設の管理体制について指定管理
者制度等の活用を検討する。

産業観光課 検討 検討 選定

（３）新たな手法による公共施設の設置及び管理運営

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1
公共施設における導入を検
討

ＰＦＩ事業やＰＰＰ事業等、実施
可能な事業について調査・研究を
行う。

関係課 検討 検討 検討
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第６次西原町行政改革大綱　実施項目

（４）官民協働

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 人材のネットワークづくり
西原町出身人材ネットワークづく
りを検討する。

関係課 検討 検討
検討終了
個人情報の観点から
実施困難

2 廃棄物処理事業
各自治会や企業の協力のもと、不
法投棄が監視できる体制づくりを
目指す。

生活環境安全課
実施
監視カメラ３台設置
（累計９台）

実施
監視カメラ3台設置
（累計12台）

実施
不法投棄禁止看板作製

3
町民参画・協働のまちづく
り

各事業において、協働による実施
の方策を検討する。

関係課
実施
各種委員会等に町民
公募を実施。

実施
各種委員会等に町民
公募を実施。

実施
・各種委員会等に町
民公募を実施。
・平和事業において
住民主体の実行委員
会と共に共催で実施
した。

4 金融機関との連携
プロジェクトの構想段階から金融
機関のノウハウを活用し事業の推
進を図る。

企画財政課

実施
沖縄振興開発金融公
庫との助言協定によ
る専門的な立場から
各委員会等委員を委
嘱し、助言等を受け
た。

実施
観光振興計画策定に
向けた委員として参
画してもらった。

実施
沖縄振興開発金融公
庫が主催するPPP/PFI
にかかるプラット
フォームへの参画な
ど、公庫と積極的な
関わりを持った。

5
自主防災組織の結成促進及
び育成

災害に備え公助のみならず自助や
共助を強化する必要がある。各自
治会単位で「自主防災組織」を結
成し、自分たちの地域は自分たち
で守るという意識の高揚を図る。

生活環境安全
課

実施
２カ所の自治会が自
主防災組織を結成
（累計10自治会）
３カ所の自治会が防
災訓練実施

実施
２カ所の自治会が自主
防災組織を結成（累計
12自治会）
４カ所の自治会が防災
訓練実施

４カ所の自治会が防
災訓練実施

（５）産学官連携

連
番

実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1
新渡戸菊プロジェクトの推
進

琉球大学、西原町、西原町商工会
の３者において、新渡戸菊を活か
した地域振興及び魅力ある観光資
源づくりを検討する。

産業観光課

実施
試作品発表会、町産
業まつりへの出展、
試験ほ場の設置と国
道沿道植栽

実施
サプリ会社への原料
生産に向けた調整を
した。

実施
試作品展示、試験ほ
場の運営
※H31でプロジェクト
は解散したが、西原
町シルバー人材セン
ターが引き続き事業
を実施することと
なった。

2 観光施策の検討
産（商工会等）や学（琉球大学観
光産業科学部）と連携し今後の観
光振興について検討を行う。

産業観光課
検討
観光振興基本計画の
策定に向けた検討

実施
観光振興計画の策定

実施
西原町観光まちづく
り協議会を設立し
た。
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第６次西原町行政改革大綱　実施項目

Ⅲ　安定した財政基盤による行財政運営

（１）健全化判断比率の抑制

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 実質赤字比率
目標値（赤字なし）実現のため、
計画的な財政運営を目指す。

企画財政課
実施

赤字なし
実施

赤字なし
実施

赤字なし

2 連結実質赤字比率
目標値（赤字なし）実現のため、
計画的な財政運営を目指す。

企画財政課
実施

赤字なし
実施

赤字なし
実施

赤字なし

3 実質公債費比率
目標値（早期健全化基準の２分の
１以下）実現のため、計画的な財
政運営を目指す。

企画財政課
実施

1/2以下
実施

1/2以下
実施

1/2以下

4 将来負担比率
目標値（早期健全化基準の２分の
１以下）実現のため、計画的な財
政運営を目指す。

企画財政課
実施

1/2以下
実施

1/2以下
実施

1/2以下

（２）受益者負担の適正化

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 手数料・使用料等の見直し
各証明書発行手数料や施設使用料
について、受益者負担の観点から
見直しを検討する。

関係課 検討

検討
中央公民館、社会体
育施設の手数料・使
用料は中頭地区生涯
学習推進連絡協議会
で議題に取り上げ検
討中。

検討

2

保育サービスの検証
（延長保育事業補助金交付事
業）
（一時保育事業補助金交付事
業）

制度変更に対処できるよう現委託
先との連携強化を図り、費用対効
果の面から利用料の引上げについ
て検討する。

こども課

実施
短時間認定保育利用
児童における保育時
間外についても延長
料金を新設。

実施 実施

3 高齢者緊急通報システム
レンタル料や委託料も勘案した受
益者負担について検討する。

健康支援課 検討

検討
利用者に生活困難者
が多く受益者負担増
は厳しい状況にあ
る。そのため、現状
のサービス基準を保
ちつつ、より委託料
を削減できる事業者
と契約した。（平成
30年度から実施）

実施
H30年度より委託先を
変更し、単価が3,900
円から2,500円とな
り、財政負担の軽減
に取り組んだ。

4 学校開放事業
使用料や学校管理員の報酬につい
て、他市町村から情報収集を行
い、検証する。

生涯学習課 検討

実施
中頭社会体育協議会
（構成10市町村）で
情報を収集し検討
中。

実施
中頭地区社会体育研
究協議会（構成10市
町村）で情報を収集
し検証中。

5 学校給食費の見直し
食材の高騰に合わせ、学校給食費
の見直しを検討する。

教育総務課

検討
給食費改定(小中学校
500円/月増）
（H29年4月実施）

実施 ―
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第６次西原町行政改革大綱　実施項目

（３）収納率の向上等

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 町税の収納率の向上

課税客体の適確な把握と徴収方法
等の改善及び滞納処分の徹底によ
る収納率の向上を進めていく。
（徴収嘱託員業務内容の改善、非
課税物件の把握強化、職員の専任
化、滞納処分の強化方法などの検
討）

税務課

（実績）
現年度
課税分
　98.3％

滞納
繰越分
　39.9％

（実績）
現年度
課税分
　98.5％

滞納
繰越分
　37.2％

（実績）
現年度
課税分
　98.6％

滞納
繰越分
　41.9％

2 保育料の収納率向上
現行の保育料階層区分について検
討を行う。また、保育料の収納体
制の強化について検討する。

こども課

（実績）
現年度
課税分

　99.26％
滞納
繰越分

　10.57％

（実績）
現年度
課税分
99.30％
滞納
繰越分
12.96％

（実績）
現年度
課税分
99.41％
滞納

繰越分
15.62％

3
幼稚園保育料の収納率の向
上

口座振替の促進や滞納整理の強化
についても引き続き実施し、収納
率の向上に努める。

こども課

（実績）
現年度
課税分
　96.1％

滞納
繰越分
　10.5％

（実績）
現年度
課税分
97.2％
滞納
繰越分
10.9％

（実績）
現年度
課税分

　98.90％
滞納

繰越分
　12.47％

4
国民健康保険税の収納率向
上

口座振替の促進や滞納整理の強化
についても引き続き実施し、収納
率の向上に努める。

福祉保険課

（実績）
現年度
課税分

　96.76％
滞納
繰越分

　28.01％

（実績）
現年度
課税分

　97.35％
滞納
繰越分

　27.91％

（実績）
現年度
課税分

　96.29％
滞納

繰越分
　25.30％

5 介護保険料の収納率の向上
口座振替の促進や滞納整理の強化
についても引き続き実施し、収納
率の向上に努める。

健康支援課

（実績）
現年度
課税分

　97.31％
滞納
繰越分

　24.98％

広域連合への加入に
より収納事務は広域
連合へ移管した。

―

6 給食費の収納率の向上

・口座振替の推進や滞納整理嘱託
員を配置し収納率の向上に努め
る。
・学校と協力して給食費について
の啓発活動を実施する。

学校給食共同
調理場

（実績）
現年度
課税分
　98.1％

滞納
繰越分
　13.9％

（実績）
現年度
課税分
　98.2％

滞納
繰越分
　11.7％

（実績）
現年度
課税分
98.3％
滞納

繰越分
10.4％

7 滞納整理方法の調査研究

①収納体制の一元化又は収納のノ
ウハウの共有方法について検討を
行う。
②関係課担当者で情報交換会（学
習会）を開催し徴収スキルの向上
を図る。

関係課
①検討
②国保、後期高齢担
当と情報交換実施。

①検討
②税務課、国保、後
期高齢担当と情報交
換実施。

①共同公売等、県と
連携した取組を実施
した。県税職員の相
互併任による徴収体
制の強化に取り組ん
だ。
②税務課、国保、後期
高齢担当と情報交換実
施。

（４）安定的な税収確保

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1
ふるさと納税制度を活かし
たまちづくり

ふるさと納税の強化を図るため、
町の特産品の掘り起しや民間によ
る一括代行業務について導入を検
討する。

企画財政課

検討
他市町村の取組状況
や、代行業務の内容
調査を実施。

検討（一部実施）
「西原町ふるさとづ
くり寄附金返礼品等
取扱業務」契約を西
原町商工会と締結し
た。

６月よりポータルサ
イトの活用を開始し

た。
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連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2
大型ＭＩＣＥ施設周辺の活
性化

大型ＭＩＣＥ施設建設に伴い周辺
地区の活性化を図る。
①企業誘致の推進を検討する。
②大型ＭＩＣＥ施設周辺の土地利
用見直しを検討する。

・産業観光課
・都市整備課

②実施
大型MICE施設建設に
伴う地域活性化の効
果を推進するため、
西原町都市計画マス
タープランの改定作
業の実施。

①検討
②実施
西原町都市計画マス
タープランの改訂を
行った。

①検討
②実施

（５）財産等の有効活用

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1
財産等の有効活用
（町有地処分について）

町有地については、積極的に売却
を進めていく。

総務課

実施
公募したが
申し出なし。

実施
処分件数１件 ―

2 施設命名権の導入
新たな財源確保手段として施設命
名権（ネーミングライツ）の導入
を検討する。

関係課 検討 検討 検討

（６）予算編成

連
番 実施項目（事業） 今後の方向性又は見直し内容 担当課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 財政事務運営事業

今後も厳しい財政状況が予想され
る中で、国の動向を見据えなが
ら、新たな財源確保や内部経費の
見直し等を行い、より効率的な財
政運営を図る。また限られた財源
を計画的に配分できるよう、予算
編成手法等についても研究・改善
を行う。

企画財政課

検討
昨年度に引き続き、
緊急アクションプラ
ンを継続実施した
が、予算編成手法等
については今後検討
する。

実施
緊急アクションプラ
ンの第二次を策定し
た。さらに一般財源
をベースに予算カッ
ト目標額を定め実践
した。

実施
計画的な財政運営を
図るため「西原町基
金管理方針」「西原
町財政シミュレー
ションと対策（中期
財政計画）」を策定
した。また、「特別
会計繰出準備基金」
を新設した。

2
国民健康保険特別会計累積
赤字への対応

国民健康保険の累積赤字や膨れ上
がる社会保障の問題を解消すべく
緊急的に経費削減を行い、その効
果を検証する。また必要に応じ見
直しを行う。

企画財政課

一部実施
国保累積赤字解消計
画に沿って緊急アク
ションプランを実践
したが、全額は解消
出来なかったため、
今後見直しの必要が
ある。

未実施
一般会計での補正対
応、財源捻出に苦慮
したため、予定して
いた2億2500万円の実
施を見送ることと
なった。

実施
「西原町国民健康保
険特別会計の累積赤
字解消計画（改
定）」を策定し、計
画に沿って1億8,500
万円の法定外繰出を
実施した。また、税
率改定を行った。

3 予算要求方法等の見直し

次年度予算概算要求を実施し、政
策事項等に係る予算計上の可否の
検討を行う。また町実行計画（事
務事業表）と予算との整合性を図
り精度の高い計画を策定する。

企画財政課

実施
次年度予算概算要求
を実施し、実行計画
の検証とあわせて査
定を行った。

実施
次年度予算概算要求
を実施し、実行計画
の検証とあわせて査
定を行った。また、
一般財源の削減目標
額を各課に示し、こ
の範囲で予算化でき
るように調整を図っ
た。

実施
予算編成手法につい
て、近隣自治体と情
報交換を行った。全
事業を6区分（ⅰ義務
的経費、ⅱ準義務的
経費、ⅲ行政内部管
理経費、ⅳ行政サー
ビス経費、ⅴ政策的
経費（補助）、ⅵ政
策的経費（単独））
に分類し、各部で事
業の優先順位付けを
行った。
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